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方法論 EN-S-032(ver.1.1)  節水型水まわり住宅設備の導入 

方法論番号 EN-S-032 Ver.1.1 

方法論名称 節水型水まわり住宅設備の導入 

 

＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、節水型の水まわり住宅設備の導入し、上水道及び下水道又は浄化槽におけるエネ

ルギー使用量を削減する排出削減活動を対象とするものである。 

 

１．適用条件 

本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 

 条件 1：ベースラインの水まわり住宅設備よりも節水型の水まわり住宅設備を導入すること。 

 条件 2：プロジェクト実施前後の水まわり住宅設備は、上水道により給水されており、下水道又

は浄化槽へ排水されていること。 

 

＜適用条件の説明＞ 

条件 1： 

節水型水まわり住宅設備とは、更新の場合は便器、シャワー又は浴槽、新設の場合は便器又はシ

ャワーとする。節水型水まわり住宅設備の単位使用回数当たりの水量又は単位使用時間当たりの流

量が、製品規格（JIS）又は業界標準による算定方法において、ベースラインの水まわり住宅設備

よりも低減していることが求められる。 

 

ベースラインの水まわり住宅設備はそれぞれ以下を想定する。 

（1）水まわり住宅設備を更新するプロジェクトの場合 

ベースラインの水まわり設備は、プロジェクト実施前の水まわり設備である。 

ただし、便器又はシャワーを更新する場合であっても、以下のいずれかに該当する場合には、便

器又はシャワーを新設するプロジェクトとしなければならない。また、浴槽を更新するプロジェク

トであっても以下のいずれかに該当する場合には、条件 1 を満たさないこととする。 

①更新前の設備の効率等の仕様が取得できない場合 

②故障又は老朽化等により更新前の設備を継続利用できない場合 

③更新後の設備の使用水流量以外の能力特性（例：温水洗浄便座、脱臭機能、ジャグジー機能又

は 24 時間風呂等）が更新前の設備で実現し得ない場合 

 

（2）水まわり設備を新設するプロジェクトの場合 

ベースラインの水まわり設備は、標準的な水まわり設備である。 

標準的な水まわり設備は原則として、以下のように設定するが、プロジェクトにより導入される

設備が代替し得る設備に係る一般的な状況（設備の普及状況及び設備投資の経済性）及び当該プロ

ジェクト固有の状況を踏まえた合理的な説明ができる場合はこの限りではない。 

①設備群の特定 

便器及びシャワーのみを対象とする。節水以外の機能（例：温水便座又は脱臭機能等）が加わっ
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た場合には、当該追加された機能を持つ便器及びシャワーを設定しなければならない。 

②設備・設備効率の特定 

◆便器 

便器の標準的な設備効率として、1 回当たりの洗浄水量を設定する。 

大便器の洗浄水量については 6L/回とし、小便器の洗浄水量については 6L/回の大便器の場合に

おいて一般的に設定される 5L/回を置く。 

◆シャワー 

シャワーの標準的な設備効率として、社団法人日本バルブ工業会の定める方法により測定した

最適流量（一番使いやすいと感じる流量）を設定する。 

最適流量については 8.5L/分と置く。 

 

条件 2： 

浄化槽を算定対象の設備とする場合、ポンプ等の動力設備を備えた設備に限ることとする。 

 

2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 

＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 

項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 

排出量 

上水道及び

下水道又は

浄化槽の 

使用 

CO2 

【主要排出活動】 

ベースラインの水まわり住宅設備における水利用に伴う

電力又は化石燃料の使用による排出量 

給湯設備の

使用※ 
CO2 

【主要排出活動】 

給湯設備の使用に伴う電力又は化石燃料の使用による排

出量 

プロジェクト

実施後排出量 

上水道及び

下水道又は

浄化槽の 

使用 

CO2 

【主要排出活動】 

プロジェクト実施後の水まわり住宅設備における水利用

に伴う電力又は化石燃料の使用による排出量 

給湯設備の

使用※ 
CO2 

【主要排出活動】 

給湯設備の使用に伴う電力又は化石燃料の使用による排

出量 
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3．プロジェクト実施後排出量の算定 

HPJWPJPJ EMEMEM ,,   （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,W 上水道及び下水道又は浄化槽の使用によるプロジェクト実施後

排出量 

tCO2/年 

EMPJ,H 給湯設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 

a) 上水道及び下水道又は浄化槽の使用によるプロジェクト実施後排出量 

waterPJWPJ CEFWCEM  　,  （式 3） 

 　　 PJPJ BUWC  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,W 上水道及び下水道又は浄化槽の使用によるプロジェクト

実施後排出量 

tCO2/年 

WCPJ プロジェクト実施後の水まわり住宅設備における水使用

量 

L/年 

CEFwater 水の CO2 排出係数 tCO2/L 

BUPJ プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の水使用原単位 L/回、L/分 等 

 プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の使用回数等 回/年、分/年 等 

＜補足説明＞ 

 水の CO2 排出係数（CEFwater）は、水の単位体積当たりの上水道及び下水道又は浄化槽におけ

るエネルギー使用に伴う CO2 排出量である。 

 流量計等を用いて、プロジェクト実施後の水まわり住宅設備における水使用量（WCPJ）を計測

できる場合は、直接計測した WCPJを用いることができる。 

 対象となる水まわり住宅設備が便器の場合、一人一日当たりの洗浄回数と、当該住宅の延べ在

宅人数から、プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の使用回数等（）を求めてもよい。 

PJflashPJ MNBU  ,  （式 5）

記号 定義 単位 

 プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の使用回数等 回/年、分/年 等 

BUflash 一人一日当たりの洗浄回数 回/人日 

MNPJ プロジェクト実施後の年間延べ在宅人数 人日/年 
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b) 給湯設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 

 給湯設備の使用による排出量については、ベースライン及びプロジェクト実施後のいずれも算

定対象とするか、いずれも算定対象外とするかのどちらかとすること。 

 

b-1) プロジェクト実施後の給湯用生成熱量の算定 

3

,,, 10 　　　　 heatheatheatPJheatPJheatPJ CTWCQ   （式 6） 

heatPJheatPJ BUWC  　,  （式 7） 

記号 定義 単位 

QPJ,heat プロジェクト実施後の給湯用生成熱量 GJ/年 

WCPJ,heat 給湯設備で加熱されたプロジェクト実施後の水使用量 m3/年 

TPJ,heat プロジェクト実施後の給湯設備で加熱された水の加熱前

後の温度差 

K 

Cheat 水の比熱 MJ/(t・K) 

heat 水の密度 t/m3 

BUPJ プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の水使用原単位 L/回、L/分 等 

heat プロジェクト実施後の給湯設備で加熱された水を使用し

た水まわり住宅設備の使用回数等 

回/年、分/年 等 

 

＜補足説明＞ 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の給湯用生成熱量（QPJ,heat）を計測できる場合は、直接

計測した QPJ,heatを用いることができる。 

 

b-2) プロジェクト実施後の給湯用エネルギー使用による排出量の算定 

 b-2-1) 給湯設備が電力で稼動する場合 

tyelectricit

heat

heatPJHPJ CEFQEM ,3,,
106.3

1100





ε
   （式 8） 

記号 定義 単位 

EMPJ,H 給湯設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

QPJ,heat プロジェクト実施後の給湯用生成熱量 GJ/年 

heat 給湯設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFelectricity,t 電力の CO2 排出係数 tCO2/kWh 
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b-2-2) 給湯設備が燃料で稼動する場合 

fuelPJ

heat

heatPJHPJ CEFQEM ,,,

100


ε
 （式 9） 

記号 定義 単位 

EMPJ,H 給湯設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

QPJ,heat プロジェクト実施後の給湯用生成熱量 GJ/年 

heat 給湯設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFPJ,fuel 給湯設備で使用する燃料の単位発熱量当たりの CO2 排出

係数 

tCO2/GJ 

 

4．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の使用回数等を、

ベースラインの水まわり住宅設備で実施する場合に想定される、上水道及び下水道又は浄化槽、並びに

給湯器で使用されるエネルギー起源の CO2 排出量とする。 

   （式 10） 

記号 定義 単位 

 ベースラインの水まわり住宅設備の使用回数等 回/年、分/年、等 

 プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の使用回数等 回/年、分/年、等 

 

５．ベースライン排出量の算定 

HBLWBLBL EMEMEM ,,   （式 11） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

EMBL,W 上水道及び下水道又は浄化槽の使用によるベースライン

排出量 

tCO2/年 

EMBL,H 給湯設備の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 

 

a) 上水道及び下水道又は浄化槽の使用によるベースライン排出量 

waterBLWBL CEFWCEM  　,  （式 12） 

 BLBL BUWC  （式 13） 

before

before
BL

WC
BU


　  （式 14） 
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記号 定義 単位 

EMBL,W 上水道及び下水道又は浄化槽の使用によるベースライン

排出量 

tCO2/年 

WCBL ベースラインの水回り住宅設備における水使用量 L/年 

CEF water 水の CO2 排出係数 tCO2/L 

BUBL ベースラインの水まわり住宅設備の水使用原単位 L/回、L/分、等 

 ベースラインの水まわり住宅設備の使用回数等 回/年、分/年、等 

WCbefore プロジェクト実施前の水回り住宅設備における水使用量 L/年 

before プロジェクト実施前の水回り住宅設備における水使用回

数等 

回/年、分/年 等 

 

＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施前の水回り住宅における水使用量（WCbefore）及び水使用回数（before）は、

プロジェクト実施前の実績値を用いる。 

 流量計等を用いて、プロジェクト実施後の水回り住宅設備における水使用（WCPJ）を実測して

いる場合、ベースラインの水回り住宅設備における水使用量（WCBL）は下記の式により算定し

てもよい。 

PJ

BL
PJBL

BU

BU
WCWC   （式 15） 

 

b) 給湯設備の使用によるベースライン排出量 

 給湯設備の使用による排出量については、ベースライン及びプロジェクト実施後のいずれも算

定対象とするか、いずれも算定対象外とするかのどちらかとすること。 

 

b-1) ベースラインの給湯用の生成熱量の算定 

PJ

BL
heatPJheatBL

BU

BU
QQ  ,,  （式 16） 

記号 定義 単位 

QBL,heat ベースラインの給湯用生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat プロジェクト実施後の給湯用生成熱量 GJ/年 

BUBL プロジェクト実施前の水まわり住宅設備の水使用原単位 

※新設の場合はベースラインとして想定する標準的な水

まわり住宅設備の水使用原単位 

L/回、L/分、等 

BUPJ プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の水使用原単位 L/回、L/分、等 
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 b-2) ベースラインの給湯用エネルギー使用による排出量の算定 

 b-2-1) 給湯設備が電力で稼働する場合 

tyelectricit

heat

heatBLHBL CEFQEM ,3,,
106.3

1100





ε
   （式 17） 

記号 定義 単位 

EMBL,H 給湯設備の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 

QBL,heat ベースラインの給湯用生成熱量 GJ/年 

heat 給湯設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFelectricity,t 電力の CO2 排出係数 tCO2/kWh 

 

 b-2-2) 給湯設備が燃料で稼働する場合 

fuelPJ

heat

heatBLHBL CEFQEM ,,,

100


ε
 （式 18） 

記号 定義 単位 

EMBL,H 給湯設備の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 

QBL,heat ベースラインの給湯用生成熱量 GJ/年 

heat 給湯設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFPJ,fuel 給湯設備で使用する燃料の単位発熱量当たりの CO2 排出

係数 

tCO2/GJ 

 

６．モニタリング方法 

ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 

 

1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

WCPJ プロジェクト実施後

の水回り住宅設備に

おける水使用量（L/

年） 

・流量計等による計測 対象期間で累計 ※1 
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 プロジェクト実施後

の水まわり住宅設備

の使用回数等（回 /

年、分/年 等） 

・計測（使用回数、使用時間） 対象期間で累計 ※1 

※3 

MNPJ プロジェクト実施後

の年間延べ在宅人数

（人日/年） 

・計測（使用者アンケート等による集

計） 

対象期間で累計 ※3 

WCPJ,heat 給湯設備で加熱され

たプロジェクト実施

後の水使用量（㎥ /

年） 

・流量計による計測 対象期間で累計  

heat プロジェクト実施後

に給湯設備で加熱さ

れた水を使用した水

まわり住宅設備の使

用回数等（回/年、分

/年 等） 

・計測（使用回数、使用時間） 対象期間で累計  

WCbefore プロジェクト実施前

水回り住宅設備にお

けるの水使用量（L/

年） 

・流量計による計測 【要求事項】 

原則として、プロジェクト開始直

近の 1 年間以上の実績を累計 

※1 

※2 

αbefore,t プロジェクト実施前

の水まわり住宅設備

の使用回数等（回 /

年、分/年 等） 

・計測（使用回数、使用時間） 【要求事項】 

原則として、プロジェクト開始直

近の 1 年間以上の実績を累計 

※1 

※2  

※3 

QPJ,heat プロジェクト実施後

給湯用熱量（GJ/年） 

・熱量計による計測 対象期間で累計  

 

2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

CEFwater 水の二酸化炭素排

出係数（tCO2/L） 

・論文、報告書等の公表値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※4 

BUPJ プロジェクト実施

後の水まわり住宅

設備の水使用原単

位（L/回、L/分 等） 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用 

－  
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BUflash 一人一日当たりの

洗浄回数（回/人日） 

・論文、報告書等の公表値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※3 

TPJ, heat プロジェクト実施

後に給湯設備で加

熱された水の加熱

前後の温度差（K） 

・計量器（温度計等）で計測 連続計測（1 時間 1 回以上）  

Cheat 水の比熱（MJ/(t・

K)） 

・文献値を利用 －  

heat 水の密度（t/m3） ・文献値を利用 －  

BUBL プロジェクト実施

前の水まわり住宅

設備の水使用原単

位（L/回、L/分 等） 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用（新設プロジェクト

については、条件 1 で求めた標準的

な設備の効率値を使用） 

－  

heat 給湯設備のエネル

ギー消費効率（%） 

・使用化石燃料量及び発生熱量を実測

し、JIS に基づき熱交換効率を計算 

【要求頻度】 

年 1 回以上 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用 

― 

CEFPJ, fuel 給湯用燃料の単位

発熱量当たりの

CO2 排 出 係 数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガス（13A

以外）を使用する場合には、供給会

社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

CEFelectricity,t 電力の CO2 排出係

数（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･f 

(t) 

ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロジェ

クト開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2 排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源 CO2 排出

係数 

f (t) : 移行関数 

0 [0≦t<1 年] 

f (t) = 0.5 [1 年≦t<2.5 年] 

1 [2.5 年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基

づき、CEFelectricity,t として全電源

CO2排出係数を利用することができ

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※5 
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る 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 

 

＜※1＞ 

 プロジェクト実施前後の水まわり住宅設備における水使用量（WCbefore 及び WCPJ）、及び、プ

ロジェクト実施前後の水まわり住宅設備の使用回数等（αbefore 及びβ）は、原則として、プロ

ジェクト実施前後で統一された条件で計測されたものであることが必要である。ただし、保守

的な値となる場合はこの限りではない。 

 ベースラインの水まわり住宅設備における水使用原単位（BUBL）をプロジェクト実施前水回り

住宅設備における水使用量（WCbefore）及びプロジェクト実施前の水まわり住宅設備の使用回数

等（before）から、実測をもとに設定する場合、原則として、1 年間の累積値を把握すること。

ただし、水使用原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデータ等により合理的

に示せる場合にはこの限りではなく、1 年未満の期間の累積値により把握してもよい。また、原

則として、プロジェクト実施前後で統一された測定条件で実測することが必要である。 

＜※2＞ 

 ベースラインの水まわり住宅設備における水使用原単位（BUBL）に使用する、プロジェクト実

施前の水まわり住宅設備における水使用量（WCbefore）及びプロジェクト実施前の水まわり住宅

設備の使用回数等（αbefore）は、原則としてプロジェクト実施前１年間の累積値を把握するこ

とが必要である。ただし、水使用原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデー

タ等によって合理的に示せる場合には、より短い期間の累積値データにより把握してもよい。 

＜※3＞ 

 便器に係る大便と小便の使用比率については、『節水便器普及による環境負荷削減効果の定量化

研究」、豊貞ら、空気・衛生工学会論文集、No.193、2013 年 4 月』の値を用いて、使用パター

ンを按分することもできる。 

 便器に係る一人一日当たりの洗浄回数については、『節水便器普及による環境負荷削減効果の定

量化研究」、豊貞ら、空気・衛生工学会論文集、No.193、2013 年 4 月』から導かれる、下記の

一人一日当たりの洗浄回数値を用いて算定しても良い。 

なお、プロジェクト実施後の年間延べ在宅人数（MNPJ）が職業別に把握可能な場合には下表の

職業別の値を採用、職業別の区分が不明または不確実な場合には保守的な値として就業者（会

社員）の洗浄回数を採用すること。 

職業区分 自宅内 大洗浄回数 自宅内 小洗浄回数 

就業者（会社員） 1.5 回／人日 2.0 回／人日 

就学者（生徒・学生） 1.7 回／人日 2.0 回／人日 

在宅者（専業主婦） 3.2 回／人日 3.7 回／人日 

＜※4＞ 

 最新の公表値を利用。当面、上水道の係数は、社団法人日本水道協会「水道統計」記載の電力

消費量及び燃料消費量並びに給水量（有効水量）を基に算定した市町村等毎の値を利用する。
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また、下水道の係数は、同様に社団法人日本下水道協会「下水道統計」記載の値を基に算定し

た市町村等毎の値を利用する。なお、浄化槽の係数については、当該設備に接続されている浄

化槽の処理水量及びエネルギー消費量を計測器等で把握できる場合に利用することができる。 

＜※5＞ 

 自家用発電機（コージェネレーションを除く。）による発電電力を用いる場合は、附属書 A に従

い電力の CO2 排出係数を求めること。 
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７．付記 

 

＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 

必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 

・プロジェクト実施後の節水型水まわり住宅設備の設備概要が分かる資料（仕様書等） 

・更新プロジェクトの場合は、プロジェクト実施前の水まわり住宅設備の設備概要や使

用年数等が分かる資料（仕様書等） 

・新設プロジェクトの場合は、条件1に従って選定したベースラインの水まわり住宅設

備の設備概要が分かる資料（仕様書等） 

適用条件2を満たすことを

示す資料 

・プロジェクト実施地の上水道、下水道の配管が確認できる資料 

・水道配管図、排水系統図等 

・上下水道の検針票等 

 

＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 

1.0 H25.5.10 ― 新規制定 

1.1 H●.●.● ― プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の使用回数等による

算定、モニタリング方法を追加 

  

 



 

13 

 

方法論 EN-S-032(ver.1.0) 節水型水まわり住宅設備の導入 

附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施前後において自家用発電機（コージェネレーションを除く。）による発電電力を用い

る場合は、電力の CO2 排出係数を以下の式によって算定する。 

fuelgene

gene

fuelgenegene

tyelectricit CEF
EL

HVF
CEF ,

,

, 


  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2 排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2 排出係数 tCO2/GJ 

 

電力の CO2 排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下

表に示す。 

1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 

2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 


